
今年は猛暑だったせいか、紅葉が早く始まりそうな気配を感じます。一方で南の海では台風が

しぶとく迷走し、気象の変動には多少のことでは驚かなくなってしまいました。

皆様におかれましては、朝晩の気温の変化に気を付けてお過ごしくださいますようお願い申し

上げます。

さて、西方では抹殺された｢ジャーナリスト｣あれば、生還した｢ジャーナリスト｣ありで明暗が

分かれる結果となりました。

本邦では、またも渦巻く｢自己責任論｣。こんな時至極素直に｢無事でよかったね！｣でいいん

じゃないかな、と思う事務局より「会員ニュース(91号)｣をお届けします。

(2018年10月、猫も日向ぼっこの季節に）

１．10月4日、電安課のHPに｢『電気設備の技術基準の解釈』の一部改正について」

が掲載されました。

電技省令の技術的要件を満たすものと認められる技術的内容については、「電気設備の技術

基準の解釈」(20130215商局第4号。以下「電技解釈」という。)において、具体例などを示し

ているが、近年の安全基準の検討の進展等を踏まえ、電技解釈について、所要の改正を行う。

とのことです。

詳細は、添付資料｢電技解釈改正(018.10.4)」をご参照ください。

草の穂に 香箱作る 猫児かな

２０１８．１０（新-９１号）

日本電気管理技術者協会

事務局編集



２．10月5日、電安課のHPに｢電気事故速報値を更新しました」が掲載されました。

恒例の「管内自家用電気工作物電気事故速報値」の更新です

9月の「感電死亡事故」はありませんでした。

会員の皆様も「ご安全に！」日常業務を行われますようお願いいたします。

詳細は、添付資料｢電気事故速報値(9.30)｣をご参照ください。

３．10月23日、同じく電安課のHPに｢太陽電池発電設備に関する技術基準の解釈の一部改正

について」が掲載されました。

平成30年10月１日付で、以下の通り太陽電池発電設備に関する｢電気設備の技術基準の解釈｣

の一部改正を行いました。

とのことです。

1.でお知らせしました｢電技解釈一部改正｣の「第46条第2項(太陽電池発電設備)」に関して

の詳しい内容となっております。

詳細は、添付資料｢電技解釈一部改正について(018.10.23)」をご参照ください。

なお、この改正について大変分り易い資料(電技解釈改正時のパブコメQ&A)があるのです

が、A4で79頁ありますので、必要な方は事務局にご請求ください。

４．10月25日、経産省のＨＰに「住宅用太陽光発電設備の買取期間満了を迎える方向けの

情報提供サイトを開設しました」が掲載されました。

資源エネルギー庁は、住宅用太陽光発電設備の固定価格買取制度による買取期間が満了する

方に向けて、買取期間満了後の選択肢や今後のスケジュール等の情報提供のためポータル

サイトを開設しました。

とのことです。

現時点では、固定価格買取制度対象物件は住宅用から期間満了を迎えますが、売電用の物件

も順次満了を迎えます。この制度で運用されている設置者様にも、参考になると思われます。

詳細は、添付資料｢住宅用太陽光発電買取制度期間満了情報サイト開設｣をご参照ください。
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「電気設備の技術基準の解釈」の一部改正について 

 

                  平 成 ３ ０ 年 １ ０ 月 

            経 済 産 業 省 

                           産 業 保 安 グ ル ー プ 

            電 力 安 全 課 

１．改正の趣旨 

  国は、電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）に基づき、事業用電気工作物の技術基

準への適合を義務付けており、事業用電気工作物が適合しなければならない技術基準と

して、「電気設備に関する技術基準を定める省令」（平成 9 年通商産業省令第 52 号。以

下「電技省令」という。）を定めている。 

電技省令の技術的要件を満たすものと認められる技術的内容については、「電気設備

の技術基準の解釈」（20130215 商局第 4 号。以下「電技解釈」という。）において、

具体例などを示しているが、近年の安全基準の検討の進展等を踏まえ、電技解釈につい

て所要の改正を行う。 

 

２．具体的な改正内容 

（１） 電力変換装置の電路の絶縁性能に関する規定の改正 

○ 電路の絶縁性能については、電技省令第５条第２項において「事故時に想定され

る異常電圧を考慮し、絶縁破壊による危険のおそれがないものでなければならな

い」と定められており、これを受けた電技解釈１６条では、電技省令第５条第２

項の規定を満たす具体的な仕様が例示されている。 

○ 近年増加している太陽電池発電設備や風力発電設備等の分散型電源については、

それらを系統に接続するにあたり、交流・直流を変換する電力変換装置が必要で

あるが、このうち太陽電池発電設備に接続する逆変換装置（電力変換装置の一

種）の絶縁性能については、電技解釈第 16 条第６項第５号に定めがある。 

○ 具体的には、電気学会電気規格調査会標準規格 JEC-2470(2005)「分散形電源系統

連系用電力変換装置」（以下「JEC-2470」という。）で定める試験方法により絶縁

耐力を有していることを確認した後、常規対地電圧（通常の運転状態で電路と大

地との間に加わる電圧）を電路と大地との間に連続して 10 分間加えて確認したと

きに、これに耐える性能を有すること、と規定されている。 

○ 他方、太陽電池発電設備以外の分散型電源に接続する電力変換装置であって、使

用電圧が低圧のものには、電技解釈第 16 条第６項第１号イや同条第６項第３号等

が適用され、電路の種類に応じて、以下の表のとおり、最大使用電圧の 1倍～1.5

倍の試験電圧を電路と大地との間に連続して 10 分間加えたときに、これに耐える

性能を有すること、が求められており、現地での絶縁耐力試験について、太陽電

池発電設備に接続する逆変換装置に比べて、より厳しい仕様が例示されている。 

 

電路の種類  試験電圧  

交流  最大使用電圧の1.5倍の交流電圧（500V未満となる場合は500V）  

直流 最大使用電圧の1.5倍の直流電圧又は1倍の交流電圧 
（500V未満となる場合は、500V） 
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○ 今般、日本電気技術規格委員会（以下「JESC」という）において、太陽電池発電

設備に用いる逆変換装置以外の電力変換装置の電路の絶縁性能に関し、JEC-

2470(2005)「分散形電源系統連系用電力変換装置」（以下「JEC-2470」という。）

で定める試験方法により絶縁耐力を有していることを確認した後、常規対地電圧

（通常の運転状態で電路と大地との間に加わる電圧）を電路と大地との間に連続

して 10 分間加えることによる安全の確認方法の適否について、検討が行われた。

その結果、常規対地電圧を加えることによる確認であっても、必要な安全性が確

保できることが確認された。 

○ これを踏まえ、電技解釈第 16 条第６項第５号の適用範囲を拡大し、太陽電池発電

設備に用いる逆変換装置以外の電力変換装置も対象とする改正を行う。 

（２） 太陽電池発電設備の支持物の強度に関する規定の改正 

○ 電気設備の施設に際しては、電技省令第４条に基づき、感電、火災等の防止が義

務付けられている。 

○ 電技解釈第 46 条では、太陽電池発電所等の電線等について電技省令４条を満たす

具体的な仕様が例示されているが、太陽電池発電設備の支持物については、日本

工業規格 JIS C 8955（2004）「太陽電池アレイ用支持物設計標準」に規定される強

度を有することが求められている。 

○ 一方、太陽電池発電設備については、ここ数年、公衆安全に影響を与える重大な

設備損壊被害が発生している状況にあった。また、日本工業規格 JIS C 8955 につ

いては、支持物の強度をより高める観点から、2017 年 3 月に改訂が行われた。そ

こで、太陽電池発電設備の安全を確保するための基準について、第 16 回産業構造

審議会保安・消費生活用製品安全分科会電力安全小委員会（平成 30 年 3 月）で審

議した結果、具体的な仕様の例示としては、改訂された日本工業規格 JIS C 8955

を採用することが適当とされた。これを踏まえ、電技解釈第 46 条を改正する。 

（３） IEC 60364 規格の制改定への対応 

○ 需要場所に設置される低圧の電気設備は、電技解釈第 218 条に規定する IEC 60364

シリーズの規格に基づき施設できることとされている。 

○ 同シリーズの規格は随時制改定されているところ、同シリーズのうち近年制改定

された 5 規格については、一部の箇条を除き電技解釈に取り入れ可能であると確

認された。これを踏まえ、同条（218－1 表）を改正する。 

（４） 電技解釈で引用している JESC 規格・JIS 規格の最新版への更新 

○ 電技解釈で引用している以下の規格について、保安水準には影響を与えない項目

について改正が行われたことを踏まえ、規格の名称を最新版に更新する。 

該当条文 引用規格 

第 129 条【橋に施設する電線路】 JESC E2016 

第 130 条【電線路専用橋等に施設する電線路】 JESC E2016 

第 133 条【臨時電線路の施設】 JIS G3525 

 





平成30年9月30日時点

平成２９年度
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2 (2) 0 (0) 1 (1) 2 (2) 2 (2) 1 (1)

※１　１つの事故で複数の項目に該当する場合は、各項目にカウントしていますが、総合計では反映していません。

※２　発電所における事故件数も含みます。

※３　人身の（　）は被害者数を表しています。
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※４　本値は事故速報時点であるため、確定値ではありません。自然現象等による事象も含まれます。
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